
１ 地域包括ケアシステムの深化・推進

1-3 医療と介護の連携強化〔重点〕

資料３

施
策
名

（１）在宅医療・介護連携推進事業の推進

（２）相談・コーディネート機能の充実

（３）「ちょうふ在宅医療相談室」の利用促進

評価指標
実績値

目標値
令和元年度 令和４年度 令和６年度

入院時情報連携加算の算定回数 35.9回 25.6回 24.7回 40回/年

退院・退所加算の算定回数 93.2回 76.7回 89.8回 100回/年

現
行
施
策
の
方
針

○要支援・要介護状態にある方は、医療と介護の両方の支援ニーズを有する場合が多いため、地域での療養生活を支援すると
ともに、医療・福祉と在宅療養者をつなぐ相談・コーディネート機能の充実に取り組んでいきます。

○今後の高齢者や認知症・慢性疾患等の増加を見据え、引き続き、三師会・保健所・地域包括支援センター等と連携を図り、
要介護状態・重度化する前から包括的・継続的な在宅療養支援に取り組んでいきます。

（４）在宅療養に関する情報提供
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【現状整理】

〇ちょうふ在宅医療相談室への委託により在宅医療・介護連携推進事業を実施しています。
市民や関係機関からの相談窓口業務を中心に、在宅療養者の生活の場において，医療と介護の連携が求められる４つの場面
（①日常の療養支援②入退院支援③急変時の対応④看取り）に沿って、医療・介護関係者の連携強化、情報共有、多職種協働、
市民への普及啓発等に取り組んでいます。
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（相談室実績）

（相談室実績）
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【現状整理】

〇ＭＣＳ（ＩＣＴ）を活用した多職種連携や、入退院連携ガイドブック等ツールの作成・活用により、生活場面の移行期に
おける切れ目のない支援体制の構築を進めています。

〇ちょうふ在宅医療相談室、地域包括支援センター等と連携して「じぶんノート」やＡＣＰの普及啓発を推進し、本人の意
思や価値観を尊重した支援の実現に努めています。

〇令和7年度市民福祉ニーズ調査において、ＡＣＰを「知らない64.0％・知っている21.5％、今後活用したい32.9%・活用し
ない5.7%・分からない49.4%」という結果でした。

〇令和7年介護予防・日常生活圏域ニーズ調査によると、人生の最終段階を過ごしたい場所について、「自宅」が 41.2％で
最も多く、次いで「決められない」が 17.1％、「病院などの医療施設」が 12.3％という結果でした。

市民福祉ニーズ調査 令和4年 令和7年

ACP認知度（％） 20.9 21.5

MCS 令和5年 令和7年

ちょうふ在宅ネット登録者数（人） 333 637

市内医療介護職の利用者数（人） 748 1276
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【現状整理】

〇市内には複数の在宅療養支援診療所や病院があり(令和7年度は28診療所、2病院)、
医師会を中心にE‐Z NET CHOFU TOKYO（24時間診療体制推進事業）が展開され
24時間対応の仕組みが推進されています。

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査によると、人生の最期を迎えるのに必要なことについて、
「往診してくれる医師がいる」が58.2％で最も多く、次いで「訪問介護体制が整っている」が48.9％、
「訪問看護体制が整っている」が48.2％となっており、在宅医療需要は高まっています。

〇ケアマネージャーが市内に不足していると感じるサービスとして、広域サービスでは「訪問介護」51％と最も多く、次い
で「短期入所生活介護」と「通所リハビリテーション」が29％でした。地域密着型サービスでは「定期巡回・随時対応型訪
問介護看護」が49％と最も多く、次いで「夜間対応型訪問介護」が46％、看護小規模多機能型居宅介護」が34％、「認知症
対応型通所介護」が31％と続きました。（令和7年度調布市介護サービス事業所アンケート調査）

居宅介護サービス
受給者数（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

R8年3月 735 1,129 1,620 1,898 990 824 455 7,651 

R5年3月 603 901 1,535 1,545 949 787 481 6,801 

サービス別
受給者数（人）

訪問介護 訪問看護 短期入所介護
通所リハビリ
テーション

R8年3月 1885 2014 288 573

R5年3月 1715 1670 263 473
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【課題】

〇今後ますますの高齢化に伴い要介護者や独居高齢者の増加が進み、在宅医療と介護の複合的なニーズが増大します。誰も
が住み慣れた自宅や地域で、安心して望む医療やケアが受けられ自分らしい暮らしを継続できるために、引き続き４つの場
面に沿った「在宅医療・介護連携推進事業」の取り組みが必要です。

〇ＡＣＰの認知度・実践率の向上が必要です。あわせて、独居高齢者や社会的孤立者への早期アプローチにつながるような
在宅療養に関する普及啓発が必要です。

〇高齢化による受給者の増加に対応するため、介護サービス事業者の計画的な整備と多様な担い手の確保が急務です。
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次
期
施
策
の
方
針

○2040年を見据え、医療と介護の複合的なニーズを有する高齢者の増加に的確に対応するため、医療・介護・福祉関係機関、お
よび地域資源が円滑に機能する連携体制のさらなる強化を図ります。これにより、住み慣れた地域で切れ目のないサービスを受
けられる支援体制を構築します。

○在宅での看取りが増加する現状を踏まえ、人生の最終段階での医療やケアについて、一人ひとりが健康なうちから自分ごとと
して考え、備えるための啓発に取組みます。ちょうふ在宅医療相談室を中心に地域包括支援センターなど関係機関と連携しなが
らＡＣＰの普及啓発に取組み、誰もが住み慣れた地域で、それぞれ望むかたち・望む場所で最後まで安心して暮らし続けられる
よう支援します。

【評価指標・第10期目標】
ACP認知度（福祉ニーズ調査） ２５%
人生の最終段階を過ごしたい場所について「決められない」(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査) 15％
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（１）在宅医療・介護連携推進事業の推進
「ちょうふ在宅医療相談室」と引き続き連携し、4つの場面における目指す姿の実現に向けて下記の取組みを推進します。
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●【日常の療養支援】
・MCS等のICT活用促進。ICTリテラシー向上のための研修会等の実施や、MCSを用いた連携の好事例を関係機関へ発信する
等していっそうの普及啓発を行うことで、より実効性の高い連携体制への見直しを進めます。
・「ちょうふ在宅医療相談室」の相談業務の定期的な共有や、様々な支援者から吸い上げた現状から、
地域における課題を把握し、対応策を検討します。

●【入退院支援】
・入退院連携ガイドブックなど既存ツールが効果的に活用されているのか評価をしたうえで、
周知活用方法を見直すとともに、課題の把握に努めます。

●【急変時の対応】
・医師会と連携して E‐Z NET CHOFU TOKYO の発展、持続的な連携体制構築にむけて
普及啓発に努めます。
・24時間診療体制構築に向けて「積極的な役割を担う医療機関」との連携を検討します。

●【看取り】
・地域包括支援センター、医療機関、介護事業所等と連携して、支援者が活用しやすく市民にとって自分事として受け入れやすい
ACPプログラムとなるよう見直しを行い、いっそうの普及啓発に取組みます。
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（３）「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の連携体制構築

・在宅療養に関わる地域の医療・介護資源の把握と整理を行います。
・「在宅療養において積極的役割を担う医療機関」が存在する圏域を中心に、
医療・介護・福祉関係者の身近な顔の見える関係性づくりを構築するとともに、
市民が訪問診療を身近に捉え、主体的に選択できる環境づくりについて検討を進めます。
・災害時等の対応を見据え、高齢者分野だけでなく障害や小児と連携したBCPのあり方に
ついて検討を行います。

（４）在宅医療・介護サービスの充実

・在宅医療・介護連携の充実に向けて、定期巡回・随時対応型サービスや
看護小規模多機能型居宅介護をはじめ、地域の実情や今後の需要動向を見極めながら、
必要とされる様々な在宅サービスの充実を計画的に推進します。

（２）在宅療養に関する情報提供

・市民向け講座の実施、ＳＮＳ等様々なツールを活用した情報発信、介護予防事業等他の事業と連携し、市民が健康な段階から将来必
要となる医療や介護について理解を深め、主体的に備えることができる環境づくりに努めます。
・近隣医療機関等との連携を強化し、退院支援や院内講座等の多様な機会を通じた情報提供の充実に努めます。
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【出典】在宅医療に必要な連携を担う拠点の整備・運用
に関するガイドブック(令和8年3月改定)




